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研究要旨 

日韓では 2020 年に少子化に関する政府政策が刷新され、下がり続ける出生率に対して、
政策分野は拡大の一途である。日本の第 4 次少子化社会対策大綱においては AI や ICT な
どの科学技術の活用のほか、働き方改革に伴う仕事と家庭の両立支援、保育サービスの拡
充、男性の家事・育児参画促進、保育無償化、不妊治療の保険適用などが拡充されている。
韓国の第 4 次低出産･高齢社会基本計画においては、男女平等や生活の質の向上が強く打ち
出されている。一方中国では 2016 年に二人っ子政策の全面実施となり、第 14 次 5 カ年計
画において、政府文書として初めて「適度生育水平」、つまり適度な出生率、という言葉が
用いられた。日中韓の少子化対策は、出生率を低下させるための家族計画政策から反転し
て策定されたといえるが、その転換点は日本で 1995 年、韓国で 2006 年、中国で 2016 年
とおおむね 10 年のずれがある。 

出産サービスに注目すれば、中韓および欧米に比較して、著しく低い無痛分娩率、およ
び長い入院期間、正常分娩に対する現金給付、と日本の特殊性が明らかになった。ただし、
長い入院期間は、中韓における産後ケア施設との関連も考えられる。 

若者の結婚・家族形成支援に住宅政策は重要な位置を占めると考えられ、住宅政策を人
口政策としてとらえ、シンガポール、韓国、日本の比較分析を試みた。シンガポールにお
いては、国家と将来について利害を共有してもらうための持ち家社会の実現、という独自
の基本理念があり、寛大な支給が実施されているが、韓国、日本でも新婚者、若者を対象
とした住宅政策が始まっている。 

医療・介護制度は、人口高齢化に応じて需要が増加するという意味で高齢化政策に含ま
れるとも考えられるが、時間差がありながらも日中韓は高齢化に応じて制度創設、改革と、
対応を進めているといえる。いずれの国も、ユニバーサルヘルスカバレッジを達成してお
り、公的介護制度も全国で、もしくはモデル地区で実施されている。それぞれの制度の類
似点・相違点を整理したうえで、それら制度を構築する要素を細かく分類し、選択肢とそ
の選択の検討ポイントを提示することで、他地域にも有用な政策リストが作成できるだろ
う。 

公的年金制度のあり方を検討するには高齢化のスピードが非常に重要なポイントとな
る。急速な高齢化に対応するためには、年金財政の長期的な見通しを、いくつかのシナリ
オを元に計算し、政策に反映させることが重要である。 

少子高齢化に応じて東アジアの外国人受け入れも活発化してきている。その中でいち早
く政策を整備した台湾では、外国人労働者の受け入れが産業構造や人口動向を反映した労
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働需要に応じて変化している。一方、1980 年代後半以降、労働力不足に起因した不法就労
外国人問題が顕在化したこと、外国人の増加による出生への影響は限定的であることなど
は日本と同様である。外国人受入れにも、東アジア特有の共通点があることが想定される。 
 少子高齢化という社会変化の中で、出生・死亡・移動に関する政策対応は、以上のよう
に多くの分野にまたがる。現在では日中韓いずれもが、少子高齢化対策を重要課題と位置
付けているところであるが、これまでの推移、特に出生率抑制政策から少子化対策への転
換、高齢化対策の進展は異なっている。各時点の人口動向に対してどのように対応してき
たか、日中韓の事例を拾い上げることで、相互に、また他地域に応用可能な要素が抽出で
きよう。例えば 1980 年代に出生・死亡統計作成を標本調査から全数登録に変換した韓国の
経験は、現在の中国に生かすことができるかもしれない。 
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Ａ．研究目的 

全世界で人口少子高齢化が進行する中、
日本、韓国、中国沿岸部は、その先端を行
っているといっても過言ではない。韓国で
は合計特殊出生率は 1 を切り、日本におい
ても暫く続いた微増傾向が反転しており、
さらに中国では一人っ子政策は撤回され、
出生率低下は著しいが、人口統計そのもの
についても不透明な状況となっており、日
中韓における静止人口をもたらす出生水準
の回復には見通しが立たない状況である。 

一方死亡動向を見ると、いずれの国にお
いても寿命は上昇しており、世界最高水準
に至っているが、その傾向が今後も継続す
るのか、さらに健康寿命も延びているのか
どうかは、医療・介護保険制度の効率を上
げ、持続可能性をいかに保持するかにかか
っている。少子高齢化の帰結として、人口
構造の高齢化、つまり高齢者の割合増加が
起こっているが、日中韓の人口高齢化はこ
れまで欧米諸国が経験したことがないよう
な速度で進展している。 

しかしながら、日中韓の少子高齢化の進
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進行状況は必ずしも同様ではなく、政策対
応にも濃淡がある。本研究は、出生率・死
亡率をはじめとした人口指標を用い、それ
らの変動をもたらす要因とそれに対する政
策的対応について、少子化対策、家族政策、
就学・就業と離家・パートナーシップの関
係、医療・介護政策を軸に、日中韓におけ
る状況を分析し、その効果を比較すること
を目的としている。 

 国立社会保障・人口問題研究所では、
平成 14 年度よりアジアにおける少子高齢
化に対する厚労科研研究プロジェクトを継
続的に行っている（NIES 諸国における少
子化対策（H14～H16）、東アジアの働き方
と低出生力（H16～H20）、東アジアの家族
人口学的変動と家族政策（H21～H23）、東
アジアの人口高齢化対策（H24～H26）、東
アジアの新たな介護制度創設過程（H24～
H26）、東アジア・ASEAN 諸国の人口高齢
化と人口移動（H27～H29）、東アジア・
ASEAN 諸国の人口統計システム（H30～
R1））。また、中国、韓国における政府系研
究機関と研究協力に関わる覚書を締結し、
その他関連研究組織も含めて定期的に研究
協力を実施している。本研究プロジェクト
ではさらに政策面に射程を広げ、これまで
に培った研究成果を礎とし、すでに構築さ
れている国際ネットワークをさらに拡充し
ながら研究を進める。 
 
Ｂ．研究方法 

以下の 1～9 分野について、資料収集、
分析を進めた。 

 
1. 少子化対策に関し、日本「少子化社会

対策大綱（第 4 次）」、韓国「第 4 次低
出産・高齢社会基本計画」を含め、デ
ータを収集し、先行研究のサーベイを

行った。また、中韓の専門家からヒア
リングを行った。韓国「第 4 次低出産・
高齢社会基本計画」およびそれ以前の
基本計画は和訳し研究資料とした。 

2. 家族政策/家族データベース、出産・育
児政策に関し、日中韓及び欧米の出
産・育児休業制度及び公的支出につい
て情報収集を行うとともに、日本にお
ける出産サービスの特徴を中韓台湾お
よび欧米との比較により分析した。ま
た就業構造基本調査（日本）、ルクセン
ブルグ所得調査（中、韓、その他）な
どのデータ二次利用申請を行った。 

3. 離家・パートナーシップ形成のメカニ
ズムに関し、社会経済環境変化と離家
タイミング、ならびにそれらがパート
ナーシップ形成に及ぼす影響、若者の
住宅事情について情報収集した。特に
今年度は、人口政策としての住宅政策
に注目し、シンガポールの事例から、
日本・韓国の制度について考察した。 

4. 子育て・介護環境に関し、日中韓の生
活時間調査のデータ・既存研究を把握
し、日本の社会生活基本調査（総務省
統計局）の二次利用申請を行った。 

5. 医療政策に関し、国際会議にてアジア
太平洋地域の診療報酬制度、医療技術
評価の最新情報を収集した。今年度は
特に、ユニバーサルヘルスカバレッ
ジ・国民皆保険体制の制度について、
比較分析を行った。 

6. 介護制度に関し、東アジアの介護制度
とその背景（高齢化など）の共通点、
相違点を細分類し整理した。また、台
湾における 

7. 年金制度に関し、文献収集、ヒアリン
グ・セミナーを通じ、各国の制度の現
状と現在までの歴史的経緯をまとめた。 
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8. 外国人受け入れ施策に関し、日中韓に
おける国際人口移動の動向および外国
人受け入れ関連施策について情報収集
し、公表されている外国人人口に関す
る統計資料、先行研究を把握・整理し
た。また今年度は特に台湾における外
国人受入れについて分析を進めた。 

9. 総合把握として、各国の人口指標を精
査し、その動向と少子高齢化に関する
諸要因・施策の関連について整理した。 
 

 また、令和 2 年度は、新型コロナウィル
ス感染症により、予定していた海外出張が
すべて中止となったため、以下に示す日中
韓の少子高齢化専門家のオンライン講演
会・ワークショップを行い、情報収集、意
見交換を行った。 
 
・2020 年 7 月 31 日、チョ・ヨンテ ソウ
ル国立大学教授「韓国における少子化の現
状」 
・2020 年 11 月 12 日、鄭真真 中国社会科
学院人口与労働経済研究所 教授「21 世紀
中国の人口挑戦: 少子高齢化」 
・2020 年 12 月 21 日、ユン・スクミュン 
韓国保健社会研究院(KIHASA) 所得保障
政策研究室研究員「OECD 諸国の年金制度
の動向と韓国への教訓」 
・2021 年 1 月 21 日、于建明 中国民政部
政策研究中心副研究員「中国介護保険モデ
ル事業について」 
・2021 年 2 月 22 日、金維剛 中国労働和
社会保障科学研究院 院長「中国における社
会保障」 
 
 また、研究プロジェクトにおいて、韓国
第 4 次低出産･高齢社会基本計画、第 1～3
次計画概要の日本語版を作成した。 

 
Ｃ．研究成果 
 1～９の分野についての成果は以下の通
りである。 
1. 日本においては 2020 年 5 月に第 4 次

少子化社会対策大綱が策定され、新機軸
として AI や ICT などの科学技術の活
用を進める点など、いくつか新しい施策
が取り入れられたが、働き方改革に伴う
仕事と家庭の両立支援、保育サービスの
拡充、男性の家事・育児参画促進、保育
無償化、不妊治療の保険適用など、拡充
の方向にある。 
 韓国では「未来の希望」がソウルのみ
に集中しすぎていること、エリート教育
競争に対する親の負担感が耐え難いレ
ベルに高まっていること、根強い性別役
割分業とそれを基盤とした社会構造が
若い世代の閉そく感を高めていること
は、日本以上に深刻で、これらの解決に
は「少子化対策」という切り口だけでは
対応できないような大きな環境変化を
必要とすると思われる。 
 中国の少子高齢化は極めて急速に進
行しており、生産年齢人口の減少と高齢
者人口の増加が国内的な対応の難しさ
をともなって、地政学的な国際関係を変
化させる可能性も指摘されている。 

2. 出産サービスに関し、日本における正
常分娩費を組み入れて妊娠出産にかか
る保健医療支出を国際比較すると、日本
の妊娠・分娩及び産じょくに係る保健医
療支出は高い水準である。日本では正常
分娩の入院期間は 6 日で、国際的にもと
びぬけて長いが、中国韓国にみられる産
後ケア施設はない。日本の無痛分娩率は
欧米はもちろんのこと、中韓と比べても
非常に低く、無痛分娩率とジェンダーギ
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ャップ指数は正の相関がみとめられる。 
3. シンガポールにおいては、国家と将来

について利害を共有してもらうための
持ち家社会の実現が住宅政策の基本理
念である。住宅政策を通じて多子家族、
親・（有配偶）子との同・近居、（多民族
共生）といった望ましい政府が考える家
族規範・社会規範を誘導している。公共
住宅の整備を通じた持ち家政策は国家
（経済）開発のための民間投資（貯蓄）
を引き出す手段として用いられている。 
 韓国では 2016 年から少子化対策の中
に住宅政策が位置付けられており、新婚
夫婦、未婚青年への住宅用意資金支援や
幸福住宅の供給などが行われている。 

5. 日中韓三国の医療保障制度はいずれも
社会保険方式であり、日韓は強制加入で
ある一方で中国は任意加入の制度も残
っている。日本の保険者は複数存在する
が、中国では各省・地域で、韓国では全
国で一元化されている。医療費の支払い
方法は三か国とも基本的に出来高払い
であるが、DPC、DRG などの包括払い
制度は入院医療費を中心に導入されて
いる。日本と韓国では高額医療費制度な
どにより自己負担の上限が設定されて
いるが、中国では医療費負担の抑制の視
点から給付スタートラインと上限を設
定している。医療技術評価（HTA）は三
か国とも導入しているが、その対象は同
じではない。 

6. 介護制度に関し、まず日本では、介護
保険が市区町村により運営され、主に高
齢者に対して普遍的な介護サービスが
提供されている。韓国でも老人長期療養
保険が実施されているが、保険者が国民
健康保険公団という政府の団体で、保険
料算定などで医療保険を活用する面が

ある等でわが国との相違がある。台湾の
介護制度は税財源であるが、わが国同様
に要介護認定があり、地域密着の介護サ
ービス提供体制構築も目指している。し
かし、外国人介護労働者が介護ニーズの
多くを支えることが、大きな特徴となっ
ている。中国では、介護保険モデル事業
を一部地域で実施しており、医療保険の
仕組みを活用している面が見られるが、
制度内容は多様である。 
 台湾における新型コロナウィルス感
染症対策は、迅速かつ的確であった。早
期の特別条例、特別予算の編成、全民健
康保険の IC カード保険証、健保クラウ
ドシステムを活用したマスク実名制割
り当て販売制などが実施され、介護分野
ではサービス提供のガイドライン策定、
外籍看護工（外国人ヘルパー）を雇用す
る家庭や施設に対する柔軟な運用が行
われた。 

7. 東アジア各国では高齢化が急速に進ん
でおり、65 歳以上人口割合の倍加年数
が欧米諸国と比べて非常に短いという
特徴を持つ。これは公的年金制度のあり
方を検討するには非常に重要なポイン
トとなる。高齢化に伴う財政悪化に対応
するため、各国ともさまざまな対応を行
っているが、例えば韓国では現時点では
年金制度が黒字であるものの、短期間の
うちに赤字になることが予測されてい
る。 

8. 東アジアの中でいち早く外国人労働者
の受け入れ政策を整備した台湾のケー
スを対象に、受け入れ政策の背景と変遷
および外国人人口の動向と影響に関す
る検討を行った。その結果、台湾におけ
る外国人人口は、二国間協定に基づいて
受け入れられた外国人労働者（外籍労
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工）が全体の 7 割を占め一番多く、1990
年代以降、看護・介護労働分野で外国人
規模が増加したが、2010 年以降は製造業
のシェアが再び増加傾向にあること、国
際結婚の推移と外国人の出生動向から
みて、台湾においては外国人女性の出生
力が相対的に高いとは言えない、といっ
た点が判明した。 

9. 日韓では 2020 年に少子化に関する政
府政策が刷新され、下がり続ける出生率
に対して、政策分野は拡大の一途である。
中国では 2016 年に二人っ子政策が全面
実施され、2021 年３月の第 14 次 5 カ年
計画において、政府文書として初めて
「適度生育水平」、つまり適度な出生率、
という言葉が用いられた。合計特殊出生
率が 2 を大きく下回る現在、二人っ子政
策は出生増加策であるとも考えられる。
日中韓の少子化対策は、出生率を低下さ
せるための家族計画政策から反転して
策定されたといえるが、その転換点は日
本で 1995 年、韓国で 2006 年、中国で
2016 年とおおむね 10 年のずれがある。 
 日中韓の人口構造はいずれも、もはや
「ピラミッド」ではなく、釣り鐘状にな
っているが、三か国におけるベビーブー
ムは異なっており、それに応じて異なっ
た高齢化の波が訪れることになる。また
干支の出生に対する影響は日韓に見ら
れるが、大陸中国には認められない。 
 日韓では全数登録に基づいた人口動
態統計により人口動向を把握できるが、
中国統計局が公表する出生数・死亡数は、
標本調査に基づくものであり、その精度
は日韓と異なる。 
 

Ｄ．考察 
1. 日本の少子化も、地理的に近く、文化

的背景にも共通するものがある東アジ
ア諸国との比較分析を通じて、新たな政
策的対応の視点や政策根拠となるエビ
デンスが得られる可能性がある。韓国で
は日本で 30 年かけて積み上げてきた政
策的対応を 15 年ほどで進めざるを得な
かったという困難も抱えている。東アジ
アの共通性としては、結婚制度が強固で
あること、子どもの教育負担、交際・結
婚行動の不活発化があげられる。 
 少子高齢化と人口減少は中国国内に
おける中国特有の社会問題とも密接に
関連しており、計画生育や戸籍管理等の
展開を含めた政策対応の効果が期待さ
れる。 

2. 日本における正常分娩の現金給付は国
際的にみても極めて独特であり、既存研
究により 1980 年までの政治的かけひき
についてはある程度明らかにされてい
るが、少子化対策以前以降の変化につい
て今後明らかにすることが必要である。
ジェンダーギャップが大きいほど無痛
分娩率が低く帝王切開率が高い関係が
みられたが各国でなぜそのような関係
が生じるのかについても今後明らかに
する必要がある。OECD や WHO 等の
国際機関が公表するデータの種類は限
られており、各国政府が作成する妊娠出
産に関わる基礎統計の収集が必要であ
る。 

3. 日本では若者の結婚支援や経済的自立
を応援する住宅支援はあまりなされて
おらず、近年「結婚新生活支援事業」が
実施されはじめてはいるものの、シンガ
ポールにおける寛大な支給額と比べる
と限定的である。都市国家であるシンガ
ポール、ソウル一極集中が著しい韓国で
は、都市部での住宅価格の高騰により、
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住宅政策の役割が日本よりも重要なの
かもしれない。 

5. 公的医療保障制度はある国の政治、経
済、社会文化の所産であり、本研究で考
察する日本、中国、韓国ではそれぞれ異
なる一方で、共通点も多い。保健医療の
効率性と公平性のバランスを保つため、
他国の経験を参照する意義は大きい。 

6. 多様な東アジアの介護制度から、東南
アジアなどの周辺地域への示唆となる
知見を示すには、介護制度を構築する要
素を細かく分類し、選択肢とその選択の
検討ポイントを提示することが有用で
ある。例えば対象者を高齢者とするか全
年齢とするか、低所得者の条件をどうす
るか、税方式とするか社会保険方式とす
るか、といった要素が考えられる。 
 台湾の新型コロナウィルス感染症対
応の迅速さと的確さを可能にした台湾
の医療や介護の仕組みを知ることは、ポ
ストコロナ、今後の感染症発生への対応
について参考となる知見を得ることが
できると思われる。 

7. 急速な高齢化に対応するためには、年
金財政の長期的な見通しを、いくつかの
シナリオを元に計算することと、さらに
はその前提となる経済や人口に関する
長期的な予測が不可欠である。 

8. 台湾において、1980 年代後半以降、労
働力不足に起因した不法就労外国人問
題が顕在化したこと、外国人の増加によ
る出生への影響は限定的であることな
どは日本と同様である。一方、1990 年
代後半以降の看護・介護労働分野におけ
る外国人労働者の増加、2010 年以降の
製造業のシェアの増加は、台湾における
外国人労働者の受け入れが産業構造や
人口動向を反映した労働需要に応じて

変化していることは、台湾の特徴である。 
9. 韓国は 1980 年代後半に標本調査から

全数登録に移行した。中国も同様に、全
数登録を元にした人口統計が作成され
ることが期待される。さもなくば今後、
基本的な人口指標において、中国の状況
の把握が困難になることも考えられる。 

 
Ｅ．結論 

少子高齢化は現在では日中韓に共通した
課題であるが、その開始時点が異なってい
ることから、これまでの施策の経緯も異な
っている。このような、少子高齢化のフェ
ーズにより異なる政策を整理すれば、日中
韓相互において、また今後少子高齢化が進
むと思われる他地域の中・低所得国に応用
可能な要素が抽出されるのではないかと考
えられる。 
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日中韓の人口指標と少子高齢化対策の動向 

林玲子 
国立社会保障・人口問題研究所 

 

I. 日中韓の少子高齢化の動向と認識 

 日中韓の人口高齢化は確実に進行しているが、その特徴は高齢化のスピードが欧米諸国よりも早いこ
とである。高齢化のスビードとして広く用いられている定義は、65 歳以上人口割合が 7%から 14%にな
る年数であるが（Kinsella and Wan He 2009）、ここでは、7%、14%、さらに日本ですでに超えた 28%
をベンチマークとして、それぞれの年数を計算してみた（図 1）。欧米諸国では 7%から 14%になる年数
は 40～126 年、14%から 28%になる年数は 43 年以上であるところ、日本ではそれぞれ 24 年、中国で
は 24 年と 28 年、韓国では 18 年と 18 年で、日本と中国は同程度のスピードであるが韓国のスピードが
著しく早いことがわかる。 
 

 

図 1 高齢化のスピード（65 歳以上人口割合が 7%から 14%、14%から 28%になる年数） 

資料: Kinsella and Wan He (2009)、 UN (2019a)、国立社会保障・人口問題研究所 人口統計資料集 (2021) 

 
 この高齢化のスピードは、寿命の延びもさることながら、出生率の低下のスピードに大きく影響を受
ける。日中韓の出生率と死亡率の推移をみると（図 2）、中国、韓国の出生率の低下は 1960 年代から
1970 年代にかけての顕著であり、同時期の寿命の延びと合わせて、両国の著しく速い人口高齢化を招い
たといえる。 
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図 2 日中韓の合計特殊出生率と平均寿命の推移 
資料: UN(2019a) 

 
 日本における人口高齢化は人口問題として 1950 年代から取り上げられていた。人口問題研究所の機
関誌である『人口問題研究』において、最初に人口高齢化を扱った論文は 1955 年の黒田によるもので
あるが、この時は「高年化現象」とされていた（黒田 1955）。このころ国連が人口高齢化に関する報告
書を出しており（UN 1956）、日本における研究も、国際的な流れを受けたものではないかと思われる。
一方福祉・医療といった政策面では、1963 年に老人福祉法が制定された後、1973 年の老人医療費無料
化、1982 年の老人保健法の制定と健康保険の抜本的な改革、1990 年代のゴールドプラン、2000 年の介
護保険法と、福祉から医療、介護へと変容しながら、着実に制度は拡大した。一方、少子化対策は、戦
時中の人口政策確立要綱に始まる人口増強政策が逆に戦後の忌避感を生み、1990 年代に入るまで政策
としての少子化対策は講じられなかったが、1989 年の合計特殊出生率がひのえうま 1966 年の値よりも
下回った「1.57 ショック」を契機に、以降、エンゼルプラン、新エンゼルプラン、子供・子育て応援プ
ラン、子供・子育てビジョン、少子化社会対策大綱、第 4 次少子化対策大綱と国家政策が続き、含まれ
る政策分野・項目は拡大し続けている（本報告書守泉論文参照）。 
韓国においては、少子化対策と高齢化対策は統合され、2005 年に低出産・高齢社会基本法が制定され

た後、第 2 次（2011～）、第 3 次（2016～）、第 4 次低出産高齢社会基本計画（2020～）と続いている。 
中国における人口高齢化は、一人っ子政策の開始と共に、必然的な帰結として高齢化が想定されるこ

とから、早い時点で認識されていた。1982年には中国老齢問題委員会が設置され、1985年からはUNFPA
とジョイセフにより中国高齢化プロジェクトが実施された（黒田 1984）。このような早い時期からの取
り組みは、国連が開催した 1982 年ウィーン国連高齢者問題世界会議が契機であるようである。しかし
ながら当時の中国の高齢者割合は低く、1989 年に北京で開催された日中高齢化シンポジウムに参加し
た人口問題研究所人口政策研究部長（当時）の阿藤は「正直のところ、今日の中国で本当に高齢化問題
を緊急の政策課題とする意味がどれほどあるのか最後までよくわからなかった」と記している（阿藤 
1989）。しかしその後着実に人口高齢化は進行し、特に近年では高齢政策を担当する部局の大規模な改
革が進行中である。 
一方、中国にとって日韓のような「少子化対策」と銘打つものはいまだ存在しない。出生を抑制する
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ための一人っ子政策は少しずつ緩和され、二人っ子政策が 2016 年に全面実施となり、それが出生増加
策へといつ方針転換するのか注目される。2021 年 3 月に全国人民代表大会にて承認された第 14 次５カ
年計画（「国民経済・社会発展第 14 次 5 カ年計画と 2035 年までの長期目標要綱」）において、政府文書
として初めて「適度生育水平」、つまり適度な出生率、という言葉が用いられた。これまでは出生率は下
げるものであったが、これからは適切な水準にする、ということである。二人っ子政策にしても、一人
の制限を二人にした、ということで、出生抑制政策の継続であると考えがちであるが、実質的には合計
特殊出生率は 2 を大きく下回っているので二人っ子政策というのは出生増加策であるとも考えられる。
2021 年 4 月には北京で低出生率に関するセミナーが国家衛生健康委員会人口家庭司、中国人口与発展
研究中心、UNFPA により開催され、今後少子化対策が拡充される可能性もある。 
 日中韓の少子高齢化対策の歴史については、より詳細に次年度以降検討が必要ではあるが、現在では
共通の課題といえるようになってきた少子高齢化も、過去の人口動向、政策の推移は異なっていた、と
いうことは認識しておく必要があるだろう。 
 

II. 人口構造 

 少子高齢化を考える場合、ある年代の出生数が、ベビーブーマー、団塊世代といった特徴的な人口集
団となり、後の高齢者の多寡に影響するため、年齢別人口を十分に把握する必要がある。日本、韓国の
2015 年、中国の 2010 年の人口ピラミッドを比べると（図 3）、日中韓のいずれも、もはや「ピラミッ
ド」ではなく、釣り鐘の形になっているが、三か国の人口数の「凸凹」の位置は異なっている。 
日本の場合、1937 年、1945 年の出生率低下、戦後のベビーブームとその後の出生率の急低下、1966

年のひのえうま、1973 年生まれを頂点とするジュニア団塊世代、といった傾向が人口ピラミッドに如実
に示されている。日本において「ベビーブーマー」もしくは「団塊の世代」とは、第二次世界大戦後の
1947～1949 生まれの世代とされ、3 年間、もしくは 3 歳分しかないが、これは、1949 年の優生保護法
改正で人工妊娠中絶が経済的理由で行えるようになって以降、出生数は大きく減少したことが影響して
いる。 
韓国の場合は、ベビーブームとは朝鮮戦争後、1955 年以降に生まれた世代のことを指しており（関係

部処合同 2020）、人口ピラミッドの「ふくらみ」はその後 20 年程度続いている。まさに 2020 年、この
ベビーブーマーが 65 歳以上になる、ということで、本格的な人口高齢化に入る、とも言われている。 
中国のベビーブーム（嬰児潮）は、①中華人民共和国成立後、②大躍進政策時代の大飢饉（「三年困難

時期」）の著しい出生減少の後の出生増加、③さらにその子供の世代、という三つがあり、人口ピラミッ
ドにもその三つのふくらみが見て取れる。 
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図 3 日中韓の人口ピラミッド 
 
日中韓には、ベビーブームだけでは説明できない多くの不規則な突出、窪みがある。日本の場合は 1966

年ひのえうま（丙午）生まれの著しく小さい人口規模が人口ピラミッド上に明瞭に認められる。同様に
韓国では午年生まれの女性が忌避されることによる 1976 年の出生減があった（Lee 2006）。しかしなが
ら、人口ピラミッド上で日本のひのえうまほどの明瞭な凹みをつくっているわけではない。韓国におい
て、より重篤な干支の影響は出生性比のゆがみに現れており、特に白馬の年といわれるかのえうま（庚
午）1990 年では、出生性比は 116 まで上昇しており（図 4）、絨毛採取（CVS）という出生前検査診断
が可能になったことにより、女児とわかれば中絶する、という悪しき男女の産み分けが行われたとされ
ている。一方中国においては辰年（Year of Dragon）が生まれ年として好まれ、1976 年の辰年以降、台
湾、シンガポール、マレーシアの華人社会には、出生数の増加があったが、中国本土にはこのような動
向はなかった（Goodkind 1991）。実際、中国の人口ピラミッドの短期的な凹凸と辰年とは無関係である。
これらの不規則な凹凸が何によるものなのかは、現段階では判然としない。 
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図 4 韓国の出生数と出生性比の推移 
資料: 韓国統計庁（KOSTAT）https://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1B80A01&conn_path=I3 

 

III. 人口指標 

 少子高齢化を把握するための基本的な人口指標は、例えば図 2 に示したような、すでに国連人口部に
よって整備されている統計を用いるのが便利である。しかしながら、それらの値はあくまで推計であり、
推計のもととなるデータ基盤は国により異なる。 
日本の場合、戸籍法に基づき出生、死亡はほぼ全数登録され、それに基づき人口動態統計（厚生労働

省）が作成され、5 年の一度の国勢調査（総務省統計局）で把握される人口から、毎月・毎年の出生・
死亡・移動を加除して、人口推計（総務省統計局）が作成される。しかしながら、5 年間の人口動態の
変化を積み上げた値は 5 年後の国勢調査の値とは一致せず、さかのぼって補正が行われる。また国勢調
査と人口動態統計による人口推計とは別に、住民基本台帳に基づく人口（総務省自治行政局）が、年単
位で公表されており、その値も国勢調査の値とは一致しない。さらに、戸籍に基づく人口（法務省）も
ある。これら三種類の統計は、100～200 万人の差があるので、おおむね総人口の 1～2%に相当する。 
戸籍法に基づく登録数に基づいた出生・死亡の精度はそれよりもよいはずである。ただし、人口動態

統計の主要な結果表に表示されている値は、当年の日本における日本人についてであり、国内の外国人、
国外の日本人、届出遅れは含まれないことには留意が必要であるが、それらは別表として掲載されてい
る。戸籍法で出生は 14 日以内に、死亡は 7 日以内に届け出ることとなっているので、届出遅れとは、
それ以降の届出についてということになるが、人口動態統計の確定値は翌年 9 月頃に公表されるので、
ある程度の届出遅れはすでに含まれている。それに間に合わなかった出生・死亡数は、翌年以降に届出
遅れ数として公表される。死亡に関しては、届出遅れの割合は戦前で高く、1920 年代には 1.4%を記録
した年もあったが、戦後急速に低下し 1990 年代以降、この比はおおむね 0.1%程度に落ち着いている
（石井 2018）。 
届出遅れ、とは最終的には届け出られた、ということになるが、まったく届け出られていないケース

も知られている。出生については、離婚後 300 日以内に出産した、夫からの暴力から逃れるために子供
の登録をしない、などの理由で、出生登録されていない無戸籍者がおり、令和 2 年 9 月の時点で 3,235
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名が法務省により把握されている（法務省 2021）。この数は日本人口の 0.003%にあたる。一方死亡届
については、2010 年に「高齢者所在不明問題」がメディアを中心に取り上げられたように、年金を受け
続けたい家族が親の死亡届を出さない、という事件は何度も起こっている。しかしながら 2010 年にお
ける厚労省の調査では、100 歳高齢者で所在・存命確認ができなかった者は、23,228 人中 10 名のみで
あった（厚生労働省 2010）。 
韓国の人口統計は、人口センサス、人口動態統計のいずれも、韓国統計庁により集計・公表されてい

る。韓国のセンサスは 1925 年の「簡易国勢調査」（朝鮮総督府）からほぼ 5 年毎に定期的に実施されて
きたが、2015 年以降は行政登録ベースとなり、14 官庁の有する 24 種類の行政登録記録を元にした全数
調査と、オンライン・対面調査を元にした標本調査が毎年実施されている(Statistics Korea 2021)。人口
動態統計は、2008 年より戸籍制度が家族関係登録制度に変わり、それに基づいた出生、死亡、死産、結
婚、離婚の統計が、毎月・毎年韓国統計庁により公表されている。また、死因統計は、医師に基づく死
亡診断書情報の他、健康保険、がん登録、交通事故記録など、22 種類の行政データを突き合わせて原死
因を特定している（林 2019）。 
日本よりも整備されていると考えられる韓国の人口統計ではあるものの、その完全性について課題が

ないわけではない。韓国の戸籍制度自体は 7 世紀統一新羅時代から存在しているが、近代的な制度は
1894 年、奴隷制度が完全に廃止された甲午改革に伴い整備され始めた（崔 1996）。戸口調査規則が 1896
年に、人口動態調査規則が 1937 年に制定されてから、1942 年までの人口動態統計は完全性を有してい
た（石 1972）。ところが第二次世界大戦後、米軍統治、朝鮮戦争を経て、担当部局も転々とし、申告漏
れが甚だしい状況となり、出生・死亡の届出率は 1966 年で 40%未満程度であり（鈴木 2019）、統計と
して利用することはできない水準であった。そのため、1963 年より人口動態標本調査が実施されたが一
旦 1969年に中止され、1972に再開し、1987年には 55,000世帯を対象とする大規模な調査も行われた。
その後過去 10 年分を集計して公表する形となり、1980 年代後半には届出率が 95%程度となった（統計
廳 1992）。つまり、1980 年代までの韓国の人口動態統計は標本調査に基づくもので、全数登録による
ものではない。また、日本同様の死亡届の漏れはあるようである。2015 年の住民登録によれば 100 歳
以上の高齢者数は 16,209 人であったが、翌年百寿者調査を行った結果、3,159 人となった。これは、死
亡が届けられなかったことと、高齢者が年齢を過大に登録する、といった理由が考えられる（Lee 2018, 
Statistics Korea 2016）。 
中国の人口統計は、韓国の 1980 年代までの状況に等しい。つまり、出生・死亡数の統計は、登録に

基づいた集計ではなく、標本調査より推計されている。中国では末尾が０の年に全員を対象とした人口
普査 1、末尾が 5 の年に 1%の抽出率の人口抽様調査、それ以外の年には 1‰の抽出率の人口変動状況抽
様調査が行われる。これらの調査はいずれも 11 月 1 日を基準に行われるが、過去 1 年間の出生の有無
を訊くことにより母の出産時の年齢と合わせて合計特殊出生率が算定される。2000 年から 2015 年まで
の合計特殊出生率は、上記人口普査、人口抽様調査、人口変動状況抽様調査から求められた値が、国家
統計局の WEB 上にある、人口普査、中国統計年鑑の 15-49 歳女性年齢各歳別出生数・率の集計表から
計算できるが、その値を国連人口部の推計と比べたものが図 5 である。中国国家統計局による合計特殊
出生率は、2000～2015 年の期間 2で、最高でも 2008 年の 1.48 であり、2010 年以降は変動はあるが、

1 人口普査自体は全数が対象であるが、出産があったかの質問は 10%の人に訊く「長表」に含まれている質問であるため、標本調査と
いうことになる。 
2 2016 年以降の 15-49 歳女性年齢各歳別出生数・率は、「中国人口和就業統計年鑑（中国人口和就业统计年鉴）」に掲載されている
が、Web 上で公表されておらず、現時点で未入手である。 
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さらに低い水準で、最低は 2011 年の 1.03 である。一方、国連人口部の推計（UN 2019a）は、この期間
1.6の水準でほぼ一定で、2010年からはわずかな上昇もみられるほどである。国連の合計特殊出生率は、
人口普査、標本調査の他に、14 種類のデータ、手法を用いて推計している（UN 2019b）。この二種類の
データの乖離から、中国国家統計局による合計特殊出生率は低すぎると国連人口部がみなしていること
がわかる。 

 

 

図 5 中国の合計特殊出生率の推移（中国国家統計局と国連人口部推計） 

出典: 人口普査、中国統計年鑑（中国国家統計局）、World Population Prospect (UN 2019a) 

 

 一方中国には戸籍制度があり、生まれた子供は戸籍に登録される。しかし出生登録数という形での統
計はこれまで少なくとも WEB 上には公表されていなかった。しかしながら、2019 年から別の形で公表
されるようになった。公安部では毎年 1 月末に、戸籍登録に基づいた前年の「全国姓名報告」として、
姓名ランキングを発表しているが、2020 年 1 月に公表された 2019 年全国姓名報告から、新生児に多い
姓名ランキングと共に、出生登録数が公表されるようになった。この登録された新生児数は 2019 年で
1,179 万人 3、2020 年では 1,003.5 万人 4である。従って、2020 年は 2019 年より 15%減少した。とこ
ろが、この数値が国家統計局の推計出生数と比べられ、メディアを賑わした 5。つまり、国家統計局で
は 2019 年の出生数を 1,465 万人と推計しており、それと公安部の 2020 年出生数 1,003.5 万人とくらべ
ると 32%の減少となる。実際には、公安部の統計は翌年 1 月末の集計であり、未登録・未集計の数が多
くあると考えられ、2019 年の公安部の数値は国家統計局の数値よりも 20%少ない。「全国姓名報告」の
後、公安部による出生登録数の確定値は公表されていないため、20%のどこまでが未登録・未集計によ
るのかは不明である。国連人口部は国家統計局の合計特殊出生率は過少とみなしており、登録による出
生数はさらに少ない可能性もある。この出生数の不明問題は、韓国で 1980 年代に取り組まれたような、
全数登録と統計作成が行われない限り解決しないであろう。 
 ちなみに 2020 年の中国で一番多い苗字は王、李、張、劉、陳、新生児で一番多い苗字は李、王、張、

3 https://zhuanlan.zhihu.com/p/103599262 
4 http://www.gov.cn/xinwen/2021-02/08/content_5585906.htm 
5 例えば、中国経済新聞 2021 年 2 月 18 日付け「中国、2020 年に新生児 30％減少」等 
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劉、陳であった。 
 

IV. 今後に向けて 

少子高齢化は現在では日中韓に共通した課題であるが、その開始時点が異なっていることから、これ
までの施策の経緯も異なっている。中韓では第二次世界大戦後に出生率を下げるという非常に明確な政
策があり、それに応じて出生率も大きく低下した。その急激な低下が、時間をおいて急激な人口高齢化
をもたらしている。このような社会変化に応じて、各国それぞれの少子高齢化対策が行われた、もしく
は今後行われると思われるが、このような、少子高齢化のフェーズにより異なる政策を整理すれば、今
後少子高齢化が進むと思われる他地域の中・低所得国に応用可能な要素が抽出されるのではないかと考
えられる。 
本稿で特に注目した人口統計制度に関しては、出生・死亡に関する統計を、標本調査から全数登録へ

1980 年代後半に転換した韓国の経験が注目される。それは、中国だけでなく、人口登録から統計が作れ
ていないアジア・アフリカの多くの国々に参考になるのではないだろうか。また、出生を下げる政策か
ら上げる政策への転換は、日中韓いずれも、時間がかかった（かかっている）。そして、政策の効果は見
えていない。 
日本はすでに少子高齢化のみならず人口減少社会に突入しており、韓国、中国でも予想以上に早く人

口減少がはじまると見込まれている。人口減少社会の対応としては、少子高齢化対策に付け加え、人口
一極集中是正、地方創生といった施策も重要性を増す。また、欧米と比べ、20 世紀における人口増加が
著しかったこと、またそれに応じた高い人口密度を鑑みると、人口減少の中でいかに生活を向上させて
いくか、という点も課題となろう。少子高齢化、人口減少といった人口動向に対してどのような施策が
可能、必要であり、また効果的なのか、日中韓の文脈で把握することが重要である。 
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